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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、中国をはじめとする新興国経済の減速を背景に、企業の輸出

や生産動向に弱い動きがみられたものの、個人消費は雇用・所得環境の改善を背景に底堅い動きとな

り、景気は緩やかな回復基調となりました。 

 地元香川県におきましても、設備投資が底堅く推移するなか、企業の生産動向は緩やかに持ち直し

を続けており、個人消費や住宅投資も持ち直しの動きをみせるなど、景気は緩やかな回復を続けまし

た。 

 金融面では、日経平均株価が日本銀行による追加金融緩和期待から一時 17,000 円台に回復する場面

もみられましたが、英国の EU 離脱の決定によるグローバルなリスク回避の動きや、米国利上げ観測の

後退などにより、円高の流れが強まると、14,000 円台まで下落し、長期金利の指標となる新発 10 年

物国債利回りも一時マイナス 0.300％まで低下しました。その後、日本銀行による ETF 買入額の増額

を含む追加金融緩和策の導入を受けて、日経平均株価は緩やかな上昇基調となり、当中間連結会計期

間末の日経平均株価は前連結会計年度末比 308 円 83 銭安の 16,449 円 84 銭となりました。また、長期

金利の指標となる新発 10年物国債利回りは、前連結会計年度末比 0.035％低下してマイナス 0.085％、

円の対米ドル相場は、前連結会計年度末比 11 円 56 銭円高の 101 円 12 銭となりました。 

  このような金融経済環境のなか、当中間連結会計期間における業績は次のようになりました。 
 

  ＜損  益＞ 

 ・経常収益 

  国債等債券売却益の増加によるその他業務収益の増加などにより、当中間連結会計期間の経常収益

は、前中間連結会計期間比 53 億 56 百万円増加して 453 億 84 百万円となりました。 

・経常費用 

  国債等債券売却損の増加によるその他業務費用の増加などにより、当中間連結会計期間の経常費用

は、前中間連結会計期間比 76 億 66 百万円増加して 350 億 98 百万円となりました。 

 ・経常利益、親会社株主に帰属する中間純利益 

 以上の結果、経常利益は、前中間連結会計期間比 23 億 10 百万円減少して 102 億 85 百万円となり、

親会社株主に帰属する中間純利益は、前中間連結会計期間比 29 億 50 百万円減少して 51 億 26 百万円

となりました。 
 
 
(2)連結財政状態に関する定性的情報 

  ＜預金・預り資産＞ 

 個人及び公共預金が減少しましたが、法人預金が増加したことにより、当中間連結会計期間末の預

金残高は、前連結会計年度末比 244 億円増加して３兆 9,598 億円となり、譲渡性預金を含めた総預金

では、前連結会計年度末比 318 億円増加して４兆 1,454 億円となりました。 

  また、当中間連結会計期間末の預り資産残高は、公共債が減少しましたが、投資信託、個人年金保

険及び金融商品仲介の増加により、前連結会計年度末比 37 億円増加して 3,543 億円となりました。 

  ＜貸 出 金＞ 

 個人向け貸出金が増加しましたが、法人及び公共向け貸出金が減少したことにより、当中間連結会

計期間末の貸出金残高は、前連結会計年度末比 108 億円減少して２兆 7,364 億円となりました。 

  ＜有価証券＞ 

  当中間連結会計期間末の有価証券残高は、前連結会計年度末比 962 億円減少して１兆 3,188 億円と

なりました。なお、当中間連結会計期間末の「その他有価証券」の差引評価益は、前連結会計年度末

比 123 億円減少して 657 億円となりました。 
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＜自己資本比率＞ 

  当中間連結会計期間末の連結自己資本比率(国内基準)は、前連結会計年度末比 0.18 ポイント低下し

て 9.54％となりました。 

なお、平成 26 年３月末よりバーゼルⅢ基準により自己資本比率を算出しております。 

(3)連結業績予想に関する定性的情報

平成 29 年３月期（通期）の連結及び個別業績予想につきましては、平成 28 年 11 月８日公表の数

値から変更ありません。 

２.サマリー情報（注記事項）に関する事項

(1)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

（「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」の適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当中間連結会計期間に適用し、平成28年４月1日以後に

取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当中間連結会計期間の経常利益及び税金等調整前中間純利益に与える影響は軽微であります。 

(2)追加情報

（「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日）を当中間連結会計期間から適用しております。 
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(４) 継続企業の前提に関する注記 

     該当事項はありません。 

 

(５) 企業結合等関係  

  共通支配下の取引等 

子会社株式の追加取得 

 

１ 取引の概要 
(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容 

株式会社百十四システムサービス（データ処理受託業務） 
株式会社百十四ディーシーカード（クレジットカード業務）  
株式会社西日本ジェーシービーカード（クレジットカード業務） 

(2)企業結合日 
平成28年４月１日  

(3)企業結合の法的形式 
非支配株主からの株式取得  

(4)結合後企業の名称 
変更ありません。 

(5)その他取引の概要に関する事項 
ガバナンスの強化及びグループ経営の強化を目的に、非支配株主が保有する株式の一部を取得 

したものであります。 
 

２ 実施した会計処理の概要 
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基 
準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）
に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。 

 

３ 子会社株式の追加取得に関する事項 
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 
取得の対価  現金預け金   1,145百万円 
取得原価           1,145百万円 

 
４ 非支配株主との取引に係る当行の持分変動に関する事項 
(1)資本剰余金の主な変動要因 

子会社株式の追加取得 
(2)非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額 

1,111 百万円 
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